
健全化判断比率 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定に基づき、平成 21 年度に

おける健全化判断比率について、以下のとおり公表します。 

（単位：％）

実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

杉 並 区 - -0.6 -

早期健全化基準 11.25 25.0 350.0
財政再生基準 20.00 ※ 40.00 35.0

連結実質赤字比率

-

16.25

　※３年間の経過的な基準（市町村は40％→40％→35％）を設ける。  

  

（１）実質赤字比率 

○ 趣旨 実質赤字比率は、一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比

率で、赤字の深刻度を把握する指標です。 

 

○ 算出式 地方税、地方交付税等の一般税源をその支出の主な財源としている一般会計

や一部の特別会計について、歳出に対する歳入の不足額（いわゆる赤字額）を、地方

公共団体の一般財源の標準的な規模を示す標準財政規模の額で除したものです。 

実質赤字比率 ＝
一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

-6,309,690

121,166,858
× 100 ＝ -5.20

 

実質赤字額 ＝ － ＋

-6,309,690

標準財政規模 ＝ ＋

121,166,858

149,557,549

歳入決算額

156,326,093

翌年度繰越財源

458,854

標準的収入

一般会計歳出決算額

108,365,993

臨時財政対策債発行可能額

12,800,865  

 

○ 対象となる会計は一般会計です。平成 21 年度の決算では、一般会計に実質赤字はな

く、従いまして、実質赤字比率はありません。なお、一般会計の実質収支額は 63 億

969 万円の黒字であり、計算上の比率はマイナス 5.20％となります。 



（２） 連結実質赤字比率 

○ 趣旨 連結実質赤字比率は、全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標

準財政規模に対する比率で、地方公共団体全体として見た収支における資金の不足額

の深刻度を把握する指標です。 

 

○ 算出式 地方公共団体の全ての会計の赤字額と黒字額を合算して、当該団体一法人と

しての歳出に対する歳入の資金不足額を、その団体の一般財源の標準的な規模を示す

標準財政規模で除したものです。 

-8,704,309
× 100 ＝ -7.18

121,166,858

連結実質赤字比率 ＝
連結実質赤字額

標準財政規模

 

 

連結実質赤字額は、下表のとおりです。 

単位：千円

歳出決算額 歳入決算額 翌年度繰越額 実質赤字額

① ② ③ （①－②＋③）

一般会計 149,557,549 156,326,093 458,854 -6,309,690

国民健康保険事業会計 46,844,363 48,862,773 0 -2,018,410

介護保険事業会計 28,433,116 28,612,288 0 -179,172

後期高齢者医療事業会計 9,968,920 10,138,647 0 -169,727

老人保健医療会計 522,927 550,237 0 -27,310

合　　　計 235,326,875 244,490,038 458,854 -8,704,309

会　　　計

 

○ 対象となる会計は、一般会計のほか、国民健康保険事業会計、介護保険事業会計、後

期高齢者医療事業会計、老人保健医療会計の各特別会計です。平成 21 年度の決算では、

各会計とも実質赤字はなく、従いまして、連結実質赤字比率はありません。なお、連

結の実質収支額は 87 億 430 万 9 千円の黒字であり、計算上の比率はマイナス 7.18％

となります。 

 



（３） 実質公債費比率 

○ 趣旨 一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本と

した額に対する比率です。公債費や公債費に準じた経費は、削減したり先送りしたり

できないものであり、また、こうした経費の増大は短期間で削減できるものではあり

ません。この比率が高まると財政の弾力性が失われ、他の経費を削減しないと、収支

が悪化し赤字団体に転落する可能性が高まります。 

 

○ 算出式 地方公共団体の一般会計等の支出のうち、義務的に支出しなければならない

経費である公債費や公債費に準じた経費（例えば、債務負担行為に基づく支出のうち

公債費に準ずるものや一時借入金の利子など）をその団体の標準的な規模を示す標準

財政規模を基本とした額で除したものの３ヵ年の平均値です。 

＝
実質公債費比率
　（３か年平均）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－
　　（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

 

 

各年度の基礎数値は下表のとおりです。 
単位：千円

3ヵ年平均（ ＋ ＋ ）÷３ ＝ -0.6 ％

-2.50522

％

％

％

＝

＝

1.60886

-1.07941

＝

（6,782,532+21,600＋445,183＋792,639）－(0＋6,148,475)

115,033,879＋8,805,658－6,148,475

（5,200,672+13,567＋513,641＋801,890）－(0＋7,780,084)

115,365,181＋8,247,832－7,780,084

（3,674,079+5,000＋573,865＋909,729）－(381＋7,997,439)

108,365,993＋12,800,865－7,997,439

⑦　＋　⑧　－　⑥

21年度 100

19年度

× 100

× 100

×

1.60886 -2.50522

（　①　＋　②　＋　③　＋　④　）　－ （　⑤　＋　⑥　）

-1.07941

20年度

①元利償還金の額　②満期一括償還地方債の１年当たりの元金償還金に相当するもの等　③一部事務組合等の起こした地方債に充て
たと認められる補助金又は負担金　④公債費に準ずる債務負担行為に係るもの　⑤特定財源の額　⑥算入公債費の額（総務大臣が定
める額）　⑦標準税収入額等　⑧臨時財政対策債発行可能額  

 

○ 実質公債費比率は、マイナス 0.6％となり、早期健全化基準を大幅に下回りました。 



（４） 将来負担比率 

○ 趣旨 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に

対する比率です。前記（１）から（３）の指標は、それぞれ当該年度において解消す

べき赤字の状況や公債費等の負担の状況を示す指標ですが、これだけでは将来の収支

見通しなどの財政情報は十分には分かりません。このため、一般会計等が負担する地

方債残高のみならず、例えば地方公社や損失補償を付した第３セクターの負債を含め

た決算年度末時点における将来負担の程度を把握する指標が必要です。将来負担比率

とは、言い換えれば、一般会計等が背負っている借金が一般会計等の標準的な年間収

入の何年分かを示す指標です。 

 

○ 算出式 地方公共団体の一般会計等が将来的に負担することになっている実質的な

負債に当たる額（将来負担額）を把握し、この将来負担額から負債の償還に充てるこ

とができる基金等（これを充当可能財源といいます。）を控除した上で、その団体の標

準的な規模を表す標準財政規模を基本とした額で除したものです。 

将来負担比率 ＝
将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る
　　　　　　　　　　基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）
 

算出基礎は別表のとおりです。 



将来負担額
（単位：千円）

17,949,319 16,232,362 0 2,977,829 35,855,496

（分母比） 16 14 3 32 （単位：千円）

地方道路公社 土地開発公社 第三セクター等

0 0 0 0 0 0

充当可能財源等
（単位：千円）

うち都市計画税

44,768,249 36,396 0 130,481,908

（分母比） 40 0 115

将来負担額　A 充当可能財源等　Ｂ Ａ　－　Ｂ

73,015,006 65 175,286,553 155 -102,271,547 -90 

標準財政規模　Ｃ 算入公債費等の額　Ｄ Ｃ　－　Ｄ

121,166,858 107 7,997,439 7 113,169,419 100

設立法人の

負債額等

負担見込額

連結実質

赤字額
組合等連結実質

赤字額負担見込額

充当可能基金
充当可能

特定歳入
基準財政需要額

算入見込額

総括表　将来負担比率の状況 （平成21年度）

地方債の現在高
債務負担行為に

基づく支出予定額

公営企業債等

繰入見込額

組合等

負担等見込額

退職手当

負担見込額

―

―

＝ ＝
将来負担比率（％）

－

-90.3

 

 

○ 一般会計等が負担する将来の負担額よりも、将来負担額に充当可能な財源の額が上回

るため、将来負担比率はありません。なお、計算上の比率はマイナス 90.3％となります。 

 

健全化判断比率の公表等 

地方自治体は、毎年度、①実質赤字比率、②連結実質赤字比率、③実質公債費比率、④

将来負担比率の４つの比率（これを「健全化判断比率」といいます。また、④将来負担比

率を除いた①から③の３つの比率を「再生判断比率」といいます。）並びにその算定の基礎

となる事項を記載した書類を監査委員の審査に付し、その意見を付けて当該健全化判断比

率を議会に報告し、かつ公表しなければならないとされました。 

健全化判断比率の概要については、次のとおりです。 



・ 一般会計等の実質赤字額：一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質赤字の額

・ 実質赤字の額　＝　繰上充用額　＋（支払繰延額＋事業繰越額）

・ 連結実質赤字額：イとロの合計額がハとニの合計額を超える場合の当該超える額

イ　一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、

　　実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額

ロ　公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の不足額の合計額

ハ　一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額

ニ　公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

実質赤字比率 ＝
一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

連結実質赤字比率 ＝
連結実質赤字額
標準財政規模

健全化判断比率等の概要について

 

・ 準元利償還金：イからホまでの合計額

イ　満期一括償還地方債について、償還期間を30年とする元金均等年賦償還とした場合における1年当たり

　　の元金償還相当額

ロ　一般会計等から一般会計等以外の特別会計への操出金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源

　　に充てたと認められるもの

ハ　組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源

　　に充てたと認められるもの

ニ　債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

ホ　一時借入金の利子

・ 将来負担額：イからチまでの合計額

イ　一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高

ロ　債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第5条各号の経費等に係るもの）

ハ　一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの負担等見込額

ニ　当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額

ホ　退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額

ヘ　地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の当該債務

　　の額のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額

ト　連結実質赤字額

チ　組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額

・ 充当可能基準額：イからヘまでの償還額等に充てることができる地方自治法第241条の基金

＝
実質公債費比率
　（３か年平均）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－
　　（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

将来負担比率 ＝
将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る
　　　　　　　　　　基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

 
 


